
主な取り組みの詳細は、「ESG Report 2022」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/

分類 主なリスク・機会 想定される将来像

移行

政策

物理

急性

三井不動産グループ中核3事業に2050年までに影響を与える重要なリスクと機会

炭素税の大幅な引き上げ
自社GHG排出量に対する課税に加え、排出原単位の大きい原材料（鉄鋼、セメントなど）や
輸送コスト、空調コストの上昇が予想される。一方で、低炭素型建築など環境性能の高い
物件の競争力は上昇する。

省エネ政策
新築や修繕において満たすべきエネルギー効率基準が引き上げられることで、追加的な設
備投資が発生する。また、エネルギー源の脱炭素化、ZEHの義務化、ZEB導入の拡大、省
エネ住宅設備の導入が進む。

市場 顧客行動の変化 環境性能の高い商品の需要が上がり、競争優位につながる。

技術 再エネ・省エネ技術の普及 省エネ技術の普及とともに、省エネリフォームが拡大する。

慢性 平均気温の上昇
猛暑日に現場作業が困難となり、対策コストの増加や工期遅延が発生する。また、クーラー
負荷の増大によって設備運営費が上昇する一方、空調効率化によるコスト削減効果が拡
大する。

海面の上昇 海水面の上昇に伴い、台風に伴う高潮による沿岸物件での被害が発生する。

異常気象の激甚化 豪雨の頻発や内水氾濫の発生によって現場作業が中断し、工期が遅延する。また、お客様
の安全が脅かされたり、保有資産の設備が毀損する。

環境への主な取り組み
気候変動への対応

三井不動産グループは、気候変動への対応が重要な経営課

題であると認識しています。エネルギー消費や温室効果ガスの

排出が少ない建物や街づくりを推進するとともに、共同事業者や

テナント企業、出店者様、お客様とともに省エネルギー活動など

の地球温暖化対策を進め、低炭素社会の形成を目指します。

取り組み方針

気候変動への対応に関するイニシアチブへの参加

TCFDに基づく気候関連財務情報開示

・ TCFDと当社の考え方

当社グループは、企業等に対して気候変動関連リスクと機会

に関する情報開示を推奨する気候関連財務情報開示タスク

フォース「TCFD（Task Force on Climate-related Financial 

Disclosures）」の提言に賛同しています。気候変動に伴う異常

気象による被害など、自社グループの事業活動へのリスク低減

と、人やその他の生物が生息できる環境を守り持続可能な脱炭

素社会を形成していくため、この賛同を起点として、気候変動が

事業におよぼすリスクと機会についての分析と対応、関連する情

報の開示を進めてまいります。

・ シナリオ分析

シナリオ分析の実施に使用するシナリオとして、国連IPCC（気

候変動に関する政府間パネル）の第5次評価報告書における気

候変動シナリオを参照し、1.5℃シナリオと4℃シナリオを選択し

ました。分析の時間軸としては、不動産事業における資産のライ

フサイクルの長さを考慮し、2050年頃における気候変動の影

響を対象としています。今回のシナリオ分析では、当社グループ

の主要事業かつ気候変動の影響が比較的大きいと考えられる

「住宅」「オフィス」「商業」を分析対象としました。

・ 分析結果1:主なリスクと機会

不動産事業における主な気候変動リスク・機会を外部情報に

基づいて整理し、それぞれのリスク・機会に関する将来予測デー

タを収集しました。TCFD最終報告書やその他の気候変動に関

するレポート等を参考に、脱炭素社会への移行に伴うリスク・機

会（政策/規制、業界/市場、技術）と気候変動に起因する物理

リスク・機会（慢性、急性）について検討し、当社グループ中核3

事業に2050年までに影響を与える重要なリスクと機会を特定

しました。

住宅事業においては、1.5℃シナリオでは炭素税の拡大が原

材料価格や輸送費を通じて調達コストを上昇させたり、ZEHや

省エネリフォームの普及が進む一方で、4℃シナリオでは猛暑日

の増加による労働生産性等の低下を通じて新築建設コストが上

昇する可能性があります。また、オフィス事業においては、1.5℃

シナリオにおいて住宅事業と同様の調達コスト上昇、オフィスか

らのGHG排出への課税、ZEB建設拡大に伴うコスト増加が考え

られる一方、事業機会として環境性能の高い物件の賃料の上昇

が期待されます。4℃シナリオではオフィスの空調コスト増加や高

潮・洪水による被害の発生が懸念されます。最後に商業施設事

業においては、1.5℃シナリオでは住宅・オフィスと同様のコスト

増、AI空調システム等の省エネ・再エネの浸透に伴う光熱費の

削減が期待されますが、4℃シナリオでは、沿岸部に立地する商

業施設の高潮・洪水リスクが顕在化することが考えられます。

・ 分析結果2：事業インパクトの試算

入手可能な定量データやリスク・機会の重要性を考慮し、主

なリスク・機会の一部について、2050年に当社グループの事業

に与える財務インパクトを試算しました。1.5℃シナリオにおいて

は、炭素税の拡大や省エネ基準の強化への対応コストが事業

に与えるマイナス影響が比較的大きい一方で、当社グループが

強みを持つ環境性能の高い建築物によるビジネスチャンスの

拡大や、先進的な省エネ技術による光熱費削減に伴うプラス

影響が相殺効果を果たすことがわかりました。また、4℃シナリ

オでは、高潮・洪水による実損被害は軽微と想定され、大きな

財務影響のある要因は1.5℃シナリオと比較して少ない結果と

なりました。

2050年に三井不動産グループの事業に与える財務インパクトの試算結果

タイプ 主なリスク・機会 事業へ影響を与えうる要素
財務影響の試算結果

4℃シナリオ 1.5℃シナリオ

リスク

移行

炭素税の大幅な引き上げ
自社排出量への課税

原材料価格の高騰

省エネ政策
建築物省エネ規制の強化による省エネ改修コストの増加

ZEH建設コストの増加

物理
平均気温の上昇

猛暑日の増加に起因した工期遅れによる売上減

空調負荷の増加

海面の上昇/異常気象の激甚化 海面上昇に伴う高潮や豪雨による洪水被害の発生

機会

移行

炭素税の大幅な引き上げ 低炭素素材の導入によるコスト増の抑制

省エネ政策
ZEH義務化に伴うシェアの拡大

ZEH建設に伴う炭素クレジットの創出・売却

顧客行動の変化 環境性能の高い建築物へのシフト

再エネ・省エネ技術の普及 省エネ改修ビジネスの拡大

物理 平均気温の上昇
AI空調の導入による空調コスト削減

省エネ性能向上による光熱費削減

シナリオ分析から得られた結果
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RE100への加盟

当社グループは、事業活動で消費する電力を100%再生可能

エネルギーで調達することを目標とする国際的なイニシアチブ

「RE100」に加盟しています。そして、RE100地域パートナーであ

るJCLP（Japan Climate Leaders’ Partnership）の正会員と

して気候変動に対して取り組んでいます。
「RE100」の詳細については、こちらをご参照ください。
https://www.there100.org/re100-members

温室効果ガス排出量削減目標において

SBTイニシアティブ認定を取得

当社グループが設定しているグループ全体の温室効果ガス排

出量削減目標は、国際的なイニシアチブであるSBT（Science 

Based Targets）より、世界の平均気温上昇を産業革命前と比べ

1.5℃未満に抑えるという「1.5℃目標」として認定されています。
「SBTイニシアティブ」の詳細については、こちらをご参照ください。
https://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action
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CDPは、2000年に英国で設立され、企業や自治体に対し

て、気候変動、水資源保護、森林保全等の環境問題への取

り組みの促進と情報開示を求める活動を行う非営利団体で

す。同団体は、世界の主要企業の環境活動に関する情報を

収集・分析・評価しており、気候変動に関する取り組みと情

報開示において最も優れた企業を「気候変動Aリスト」として

毎年選定しています。

CDPが毎年実施する環境情報開示とその評価プロセス

は、企業の環境情報開示におけるグローバルスタンダード

として広く認知されており、2021年度は、世界の株式時価

総額の64%強に相当する13,000社強の企業が回答しま

した。

水使用

取り組み方針

当社は、国際的な環境調査・情報開示を行う非営利団体であ

るCDPより、気候変動部門において最高評価にあたる

「CDP2021気候変動Aリスト」企業と認定され、気候変動に対す

る活動において世界的な先進企業として評価を受けております。

これは、CDPが実施している2021年の気候変動に関するア

ンケートで報告したデータに基づき、CO2排出量の削減、気候変

動リスクの軽減、低炭素経済の発展に向けた行動が評価された

ものです。2021年度は全世界で約12,000社の評価が行わ

れ、200社（うち日本企業55社）が気候変動Aリストに選定され

ています。

外部からの評価

CDPについて

水の有効利用や地下水涵養などの水環境の保全に配慮した建物・街づくりを進めるとともに、共同事業者やテナント、出店者様、お客様

とともに節水や水資源の有効利用に努め、水環境を保全します。

サステナブルファイナンス

取り組み方針

当社は、2021年11月に策定した「脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画」を資金調達の面からも推進するべく、グリーンファイ

ナンスフレームワークおよびサステナビリティ・リンク・ローンフレームワークを策定しています。今後もサステナブルファイナンスに積極的に

取り組むことにより、資金調達の多様化と持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

主な実績

環境問題の解決に資する事業を使途に限定して資金調達する「グリーンボンド」を、当社の環境性能の高い「グリーンビルディング」を

活用して、フレームワークに基づき過去3回発行しています。

「東京ミッドタウン八重洲」は、東京駅前にて進行中の再開発事

業の皮切りとなるミクストユース型の大規模再開発プロジェクトで

す。環境認証としては、CASBEE-建築（新築）で最高評価の「Sラ

ンク」の性能を達成しているほか、DBJ Green Building 認証の

「5スター」または「4スター」の取得を予定しています。また、脱炭素

社会の実現に向けたグリーン電力の活用として、テナント企業の

ニーズに応じて、当社が保有・開発した全国5カ所の太陽光発電

所の環境価値を「トラッキング付非化石証書」として付加し、使用

電力をグリーン化する「グリーン電力提供サービス」を導入します。

環境汚染･資源

取り組み方針

大気汚染や水質汚濁、土壌汚染、その他有害物質にかかる法令・条例等の遵守・環境汚染防止はもちろんのこと、法令・条例等の規制

対象とならない汚染・汚濁物質等についても排出抑制に努めます。また、土地取得時や建物設計段階から有害物質を持ち込まないよう配

慮し、適正に管理・処理するとともに、環境や建物利用者の健康への影響防止を図ります。さらに、建築時における地球環境負荷の低減に

資する資材調達や、廃棄物排出量の削減にも努めています。

生物多様性の保全

取り組み方針

当社グループは、新規開発事業を行うにあたって、開発敷地内に保存・保全すべき樹木や樹林等の自然環境の有無を確認し、必要に

応じて樹木や樹林等の保存・移植、保全などを行っています。また、自然地の多い地域の開発については、環境影響評価や自然保護等

にかかる法令・条例に基づき、動植物や生態系への環境影響評価を実施しています。

サステナビリティ・リンク・ローンの実行

当社は、借り手のESG戦略と整合した目標を設定し、その目標の達成状況に応じて金利条件が変動する「サステナビリティ・リンク・ローン」

について、2021年11月に策定された「脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画」において掲げている「グループ全体のScope1＋

Scope2における温室効果ガス排出量を2030年度までに46.2％削減（2019年度比）」を目標として設定したフレームワークに基づき下記

のとおり実行しています。

・ 東京ミッドタウン八重洲

・ 50ハドソンヤード ・ 日本橋室町三井タワー

2022年7月14日

5～10年

800億円

全額を「東京ミッドタウン八重洲」への投資資金として充当

発行日

期間

発行総額

資金使途

2022年1月21日

10年

3億米ドル

全額を「50 ハドソンヤード」の開発事業費の
リファイナンス資金として充当

発行日

期間

発行総額

資金使途

2019年9月12日

5年

500億円

全額を「日本橋室町三井タワー」の保留床取得資金の
リファイナンス資金として充当

発行日

期間

発行総額

資金使途

13件実行件数 790億円総額

＜物件概要＞
所在地：東京都中央区八重洲二丁目
建物規模：
・地上45階 地下4階（A-1街区）
・地上7階 地下2階（A-2街区）
延床面積：約289,750㎡（2街区合計）
用途：事務所・店舗・ホテル・小学校・
バスターミナル・駐車場 等
スケジュール：2022年8月竣工

グリーンボンドの発行

※本社債発行時点のフレームワークに基づき発行

（2022年7月末時点）
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主な取り組みの詳細は、「ESG Report 2022」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/

社会への主な取り組み
ダイバーシティ&インクルージョン

当社グループが経営理念として掲げる「　マーク」は、「共生・

共存」「多様な価値観の連繋」「持続可能な社会の実現」を象徴

しています。

不動産デベロッパーとして新しい価値を創造し続けるための

原動力は人材という資産であると考えており、ダイバーシティ&イ

ンクルージョンの推進を重要な経営戦略の一つと位置付け、多

様な価値観・才能・ライフスタイルを持った人材が、それぞれの

持てる力を最大限に発揮するための組織づくりをグループ一体

となって進めています。

2022年度からグループ合同の研修や交
流会を実施する「三井不動産グループ　つ
ながる・成長するプロジェクト」を開始しまし
た。スキルや能力への自信の獲得に加え、グ
ループ合同で実施することにより、会社を越
えた女性従業者同士のネットワーキングや
ロールモデルの具現化も企図しています。

グループ女性活躍推進

ダイバーシティには国籍、年齢、性別などさまざまな観点があ

り、本来は特定のカテゴリーの多様化を目指すものではなく、価

値観の多様化を目指すものですが、女性の活躍推進を重要な

テーマとして重点的に取り組むことを通じて、本来のダイバーシ

ティの一層の推進を図るべく、グループとして女性の活躍推進に

関する定量目標および定性的な活動計画を定めたうえで、さま

ざまな施策を講じ、グループ一体となって推進しています。

モチベーション向上・キャリア形成支援

組織長対象のダイバーシティ&インクルージョン研修等の実施

により、女性活躍を推進するうえでの組織の意識改革を進める

とともに、女性の管理職対象のメンター制度等によるキャリア形

成支援を行っています。また、女性活躍推進ワーキングチームに

よる提案および交流、若手女性総合職の交流のためのクロス

ミーティング、活躍する女性による講演および座談会等により、モ

チベーション向上およびキャリア形成支援を図っています。

長く働き続けられる環境整備

性別に関わらず多様な人材が活躍できる環境整備として、組

織・上司の意識改革のために、全従業者を対象にアンコンシャ

スバイアス研修等を実施しています。

また、人事部員による全従業者との面談や個別ヒアリング等

を通じ、従業者の置かれている状況や要望を把握しており、育

児・介護支援を含むさまざまな制度・環境を整備しています。例

えば、育児との両立を支援する環境整備のため、フレックス型の

短時間勤務制度、在宅勤務制度、法定以上の育児休業制度、

事業所内保育所の設置等に早くから対応してきました。産育休

復帰時研修等も実施しており、正社員の育児休業復帰率は22

年連続100%を維持、男性の育児支援休暇取得率は79%です。

環境整備および女性の積極的な採用（女性採用比率目標

40%以上）により、女性執行役員をはじめとして、会社スタッフや

国内・海外の事業ライン等多くの部署で女性従業者が活躍して

います。2022年4月時点の管理職における女性比率は6.8%、

係長相当職における女性比率は22.8%であり、2025年に管理

職における女性比率を10%、2030年に20%とするべく取り組み

を進めています。

なお、当社はGPIFが採用するESG指数の一つである「MSCI

日本株女性活躍指数（WIN）」の構成銘柄として5年連続選定さ

れています。

ダイバーシティ&インクルージョン推進宣言 女性活躍推進

多様なスキル・経験・価値観を持った意欲と能力のある従業

者が、人種・国籍・宗教・性別・年齢・障がいの有無・性自認・性

的指向などに関わらず公正に評価され、従業者一人ひとりがお

互いを認め合い、個 の々能力を最大限発揮できる職場環境にす

るために、働き方改革の推進や人事制度の充実等により、組織

の生産性向上や従業者のワークライフバランスの支援に努めて

います。特に、女性活躍推進を重要なテーマと位置付けており、

グループとして定量目標および定性的な活動計画を定めたうえ

で、さまざまな施策を講じ、グループ一体となって推進しています。

取り組み方針

経営トップのコミットメントのもと、人事管掌取締役を責任者と

して、「人事部 D&I推進室」が中心となって、社内外の知見を活

かしながらダイバーシティ&インクルージョンに関する取り組みを

推進しています。

ESG活動における重点項目の一つであるダイバーシティ&イン

クルージョンについて、活動報告および年度方針等を取締役会

にて議論・策定しているほか、グループ一体となって推進するべ

く、グループ会社社長が参加する会議で方針を共有し、グループ

会社担当部門とダイバーシティ&インクルージョン推進会議を定

期的に実施しています。

推進体制

正社員の育児休業復帰率 過去22年間※

※ 2000年度～2021年度 100%

「MSCI日本株女性活躍指数(WIN)」の構成銘柄に選定

組織長対象のダイバーシティ＆インクルージョン研修

ダイバーシティ・マネジメント推進プロジェクトチームによる育児中従業者の情報交換会
（三井不動産商業マネジメント）

講演・座談会（当社元取締役で当社の女性活躍推進におけるアドバイザーの江川雅子氏および
同氏紹介者が登壇）

THE INCLUSION OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Mitsui Fudosan Co., Ltd. BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE 
EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

三井不動産グループ
つながる・成長するプロジェクト

● スキルや能力への自信の獲得
● 会社を越えた女性従業者同士のネットワーク
構築、情報交換

● ロールモデルの具現化、交流
● 実施状況を積極的に発信・共有

ゼミ形式研修におけるディスカッションの様子ゼミ形式研修における執行役員からのメッセージ

スポット研修
（コーチングスキル等）

5

テーマ別座談会
（ロールモデルの具現化・交流）

4

役職者ゼミ
（マネジメントスキル等）

3

女性管理職手前ゼミ
（一つ上の視点や役割理解等）

2

女性若手層ゼミ
（キャリア意識醸成等）

1

e-learning
（ダイバーシティマネジメント等）

6
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❶OJT

現場における仕事を通じた「OJT」が人材育成のベースとなり

ます。職場における具体的な仕事や社員同士のコミュニケーショ

ンを通じて、業務遂行に必要な能力を計画的・継続的に育成し

ています。

❷本人と人事部による毎年の面談

キャリア形成や能力開発について、社員一人ひとりのビジョン

に沿った支援を行うために、人事部や所属長と面談し、話し合う

機会を数多く整備しています。

なかでも、人事部との毎年の面談では、社員の課題や育成環

境、本人の感じている不安等を把握する機能だけでなく、本人

や周囲の従業者の就業実態の把握等を通じて、公正な評価の

ための機能も果たしています。

❸ジョブローテーション

ジョブローテーションにより幅広い専門性を備えたプロフェッ

ショナルを育成しています。担当業務の専門性を高めつつ、複数

領域の業務を経験させ本人の経験・知見をさらに厚くすること

で、常に変化し続ける環境に適応できる社員と組織の形成を目

指しています。

❹研修プログラム

階層別の研修や社員それぞれの役割・スキル・能力に応じて

選択できる研修等、100を超える多様なプログラムを設けていま

す。また自発的に各自が能力伸長に取り組むべく異業種交流型

の募集型研修を用意しています。

人材戦略

当社グループ長期経営方針「VISION 2025」に掲げる不動

産業そのもののイノベーションを進めていくために、幅広い多様

な「知」を結集させていく必要があるなか、キャリア採用（中途採

用）においては業界未経験・他業種からの人材を積極的に採用

しています。

さまざまなキャリアや視座を持った多彩な人材が、各々の経

験・能力に基づきその独自性を発揮することを通じて当社で活躍

できるよう、多様な研修やメンター制度等を整備しています。

多様な人材が主体的に協働し、融合することにより新たな価

値創造やイノベーションにつなげていく狙いです。

個々人がプロフェッショナルな知識・能力を磨き、付加価値とな

る創造力を高める。多様な価値観・能力が融合し、チームとしての

実行力に変えていく。社員一人ひとりと向き合い、その活躍の舞台

を整えるのが、当社における人材マネジメントの考え方です。

高度な専門性と幅広い視野を持つ社員がそれぞれの個性を

発揮する、多様な人材の集合体となるために、キャリアに応じた

「4つの人材育成の機会（①OJT、②本人と人事部による毎年の

面談、③ジョブローテーション、④研修プログラム）」の組み合わ

せによって、一人ひとりの能力伸長を図ることを人材育成の基本

方針としています。

そのほか、従業者の多様な価値観に基づくキャリアビジョンを

支援するために、職掌の変更制度や部門の異動希望等に関す

る自己申告制度、有期契約社員から正社員への登用制度等も

整備しています。加えて、本業への理解を深めるとともに、あえて

本業と離れた事業領域における経験値を積み重ねるための取

り組みの一環として、事業提案制度や、イノベーション創出・社会

貢献を目的とした副業制度、リターンエントリー制度、大学院修学

等のための休職制度、大学院の費用補助制度を整備するなど、

激変するビジネス環境における課題解決力・付加価値創造力の

醸成を促進しています。

多様なバックグラウンドを持つ人材の採用

人材育成・人材マネジメントにおける取り組み

グローバル人材・DX人材の採用・育成

主な取り組みの詳細は、「ESG Report 2022」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/

ワークライフバランス 主な取り組みの詳細は、「ESG Report 2022」をご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/report/

「VISION 2025」の主要な取り組み方針である「リアルエス

テートテック活用によるビジネスモデルの革新」と「海外事業の飛

躍的な成長」を支えるグローバル人材とデジタルトランスフォー

メーション（DX）人材の採用・育成を重視しています。

グローバリゼーションのさらなる進展に対し2025年前後で海

外事業利益を連結営業利益の3割程度にしていくために、外国

籍やグローバルな経験を持つ新卒・キャリア社員を積極採用して

いるほか、若手社員必須の数カ月の語学研修、中堅社員の指名

型語学研修、1年の海外インターン制度、ジョブローテーションによ

る海外現地駐在等によりグローバル人材の育成に努めています。

またDXの進展はこれまでの事業の仕組み自体に大きな変化

をもたらすとの認識のもと、リアルの価値をより高めるためのデジ

タル技術・リアルエステートテックの活用を加速度的に推進する

ために、即戦力となるICTに専門性の高いキャリア社員を積極的

に採用し、各事業領域においてテクノロジーを活用したイノベー

ションの実現を図っています。

また既存事業におけるDXの推進をすべての従業員が考え実

行すべきであるとの観点からさまざまな研修を行っています。

なお、当社は経済産業省と東京証券取引所により「DX銘柄

2022」に選出されています。

当社では、劇的に変化する社会のニーズに対応して、新たな

価値創造を実現するために、「働き方改革」を基軸として、多様

な価値観・才能・ライフスタイルを持った人材が、それぞれの持

てる力を最大限に発揮するための組織づくりを進めています。ま

た、すべての部門で業務の効率化を進め、業務配分の適正化

や従業員の労働時間削減を図ることによって、ワークライフバラ

ンスの適正化を推進しています。適正なワークライフバランスは、

従業員のプライベートを充実させ、自己研鑽の促進や育児・介護

と仕事の両立に大きな効果をもたらすと考えており、ひいては多

様な従業員が個 の々能力を最大限発揮できる職場環境が形成

され、より高い価値の創造と当社グループの持続的成長につな

がるものと捉えています。

働き方改革の推進

働き方改革にかかる取り組み

● トップメッセージの継続発信による意識醸成
● 社内広報誌・メルマガを活用した啓発およびノウハウの
共有

● 年次有給休暇の連続取得を推奨するとともに、年間の
取得目標の設定（半期7日、年間14日）

● 組織長に対し、健康と安全に関する研修を実施
● 「効率性」を人事考課にかかる要素の一つとして評価

● D&I推進室による各部門取り組みへのサポート
● 部門ごとにカスタマイズされた働き方の確立、業務効率
化推進

● IT活用による生産性向上の支援

● シェアオフィス「WORK STYLING」の活用
● リモートワーク制度の導入
● PC稼働時間を記録できるほか、使用制御システムも活用
● フレックスタイム制（コアタイムなし）の整備

意識改革

組織単位での
業務改革

インフラ整備

当社（単体）従業員数推移 正社員に占める
キャリア採用社員の割合

0

1,898

1,332

2022年3月2016年3月

海外駐在員数 技術職掌（IT系）の
採用実績数

2022年4月時点

累計63名

2022年4月2016年4月
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健康経営の推進

人権への取り組み

三井不動産グループでは、基本的人権を尊重するとともに、事

業活動を展開する各国での労働者の人権に関する法令を遵守

しています。

取り組み方針

主な取り組みの詳細は、ホームページをご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/society/03.html

健康経営宣言
1.当社の「進取の精神」や「柔軟で強靭なチャレンジスピリット」に

もとづく一人ひとりの新たな価値創造を社員の健康管理の側

面から支え、会社の持続的な成長へとつなげます。

2.社員の心身の健康づくりのために積極的に投資を行い、多様

な人材が活き活きと働くことのできる職場づくりを推進します。

3.街づくりを通じて、地域・社会における人 の々健康保持・増進

に取り組むとともに、社会が直面する幅広い課題の解決へとつ

なげ、健康で豊かな未来の実現に貢献します。

「責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム」の概要
日本国内の外国人労働者の課題解決を図り、「選ばれる日本」

に向けて、2020年1月に民間企業・自治体・NPO・有識者・弁護

士など多様なステークホルダーが集まり、ともに活動するために

設立された任意団体。2022年5月時点での参加会員は443。

共同事務局を、民間企業およびJICA（独立行政法人国際協力

機構）が担っています。

当社は、会社の競争力を強化し続け、持続的な成長を果たし

ていくためには、社員一人ひとりの健康と安全が重要な経営課

題と捉えており、健康経営宣言を制定し、方針を明確にするとと

もに、社員がそれぞれのライフスタイルに応じ、活き活きと働くこと

のできる職場環境を整備することを目指し、社員の健康保持・増

進に積極的に取り組んでいます。

具体的には、人事部員による全社員への個別面談や社員・そ

の配偶者への人間ドック等の受診費用補助、健康イベントの実

施等、人事管掌取締役を責任者に据え、専門組織「健康管理

センター」を設置し、健康保険組合との協議も交えながら、健康

課題に対する各施策の立案、効果検証など、各種取り組みを積

極的に進めています。 また当社は、健康経営に関する各種取り組みが評価され、健

康経営に優れた企業として、経済産業省と日本健康会議が共同

で認定する「健康経営優良法人（大規模法人部門、ホワイト

500）」の認定を6年連続で取得しています。

健康促進イベント「＆well FESTA」 健康経営支援
サービス「&well」

人権啓発への取り組み

人権に関する社員行動基準を設け、社内に「公正採用選考

人権啓発推進委員会」を、グループ各社との間で「公正採用選

考人権啓発連絡会議」を組織し、グループ全体で人権が尊重さ

れるための体制を構築しています。そのほか、全社員を対象とし

た人権啓発研修を実施するなど、継続的な人権に対する理解と

啓発を図っています。

人権に関する基本的な考え方

当社グループは、事業活動を行うそれぞれの国や地域で適用

される法令を遵守します。

（1）人種、国籍、宗教、性別、年齢、障がい、性的指向などに基づ

くあらゆる差別を排除します。

（2）セクシャルハラスメント・パワーハラスメントを含む一切のハラ

スメントを容認しません。

（3）「児童労働」「強制労働」を認めません。

（4）「結社の自由」「団体交渉の権利」を尊重します。

また、「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」

および国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」において定め

られた労働に関する基本的権利を支持、尊重しています。さらに

国際的に認められた基本的人権が認められない国・地域にお

いても、基本的人権を尊重するための方法を追求していきます。

サプライチェーンマネジメント

三井不動産グループ　サステナブル調達基準

主な取り組みの詳細は、ホームページをご覧ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/esg_csr/society/04.html

当社グループは、オフィスや住宅などの生活基盤を支える企

業グループとして、より高い水準で社会的責任を果たしていく責

務があると認識しています。その遂行のためにESG課題の解決

に資するサステナブル調達の推進をサプライチェーン全体で取

り組むべきであると考えています。その基本的な指針をまとめた

「サステナブル調達基準」を策定し、2018年12月にホームペー

ジで公表するとともに、主要取引先に対して通知しています。

2022年2月には人権デューデリジェンスの実施に向け改訂を行

い、発注に携わる当社グループと取引先の双方が遵守すべき事

項、または積極的に推進すべき事項における基本指針を盛り込

みました。

当社グループで共有し、事業内容に沿った発注および契約プ

ロセスを構築・運用するとともに、取引先に対してもさらなる周

知、理解を求めていく考えです。持続可能な社会の実現に向

け、サプライチェーン全体でサステナブル調達の推進に取り組ん

でいます。

人権デューデリジェンスの強化

当社は、日本国内の外国人労働者の課題解決を図るため多

様なステークホルダーにより2020年1月に設立された「責任あ

る外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）」の会員で

あり、JP-MIRAIが2022年5月より開始した「外国人労働者相

談・救済パイロット事業」に参画しております（当社を含め民間企

業8社が参画）。

この事業は、外国人労働者に対する情報提供から多言語相

談窓口、独立性・中立性の高い紛争解決までの一貫したメカニ

ズムおよび人権リスク情報の企業へのフィードバックをパッケー

ジ化した、日本初の取り組みとなります。

具体的には、JP－MIRAIが参加企業の外国人労働者に対し

て「①日本で就労するにあたり有用な情報提供を行うポータル

サイトの開設」、「②母国語を使えることで心理的なハードルが下

がる相談窓口の開設」、「③自力で解決が難しい問題に対処する

伴走支援」、「④雇用者と紛争になった場合の法定外紛争解決

メカニズム利用」を提供するとともに、サービス提供において収集

したデータから外国人労働者の抱える課題を分析します。

当社はJP-MIRAIからフィードバックされた外国人労働者に関

する人権侵害のリスク情報を活用し、サプライチェーンマネジメン

トおよび人権デューデリジェンスの強化に努めてまいります。

1.法令等の遵守

2.事業活動における人権尊重

3.労働に係る人権尊重

自国および事業を行う国／地域の適用される法規制を遵守するのみならず、国際行動規範を尊重すること

人権に配慮した事業の推進を徹底するため、世界人権宣言などの人権に関する国際規範を参照し、外国人や先住
民なども含めた様 な々人 の々人権に対する事業活動による負の影響を予め把握し、未然防止や改善などを行うこと

関連法規制を遵守することのみならず、ILO中核的労働基準を含む国際的な人権基準を参照し、労働者の人権を
尊重すること

関連法規制を守るのみならず、労働者の安全と健康に関する国内外のガイドラインなどに留意し、業務に伴う怪我
や心身の病気を最小限に抑え安全で健康的な労働環境を整える取り組みを行うこと

法令遵守のみならず、高い水準の倫理感に基づき事業活動を行うこと

提供する製品やサービスの安全性ならびに品質の確保を行うとともに、その向上に努めること

資源の枯渇や気候変動、環境汚染などの地球環境問題に積極的に取り組むとともに、関係する地域の人 の々健康
と安全の確保を考慮した地域の環境問題に配慮すること

機密情報や個人情報の漏洩を防止し、情報セキュリティの強化を図ること

自然災害や事故などの発生に備え、従業員をはじめとするステークホルダーの安全確保と、いち早い事業活動の
再開を実現できるよう、適切な対策を行うこと

4.安全で健康的な労働環境

5.企業倫理の確立

6.品質の確保

7.環境への配慮

8.情報セキュリティ

9.危機管理・事業継続計画

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤
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女性社員座談会

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

永井　三井不動産で働いていてまず思うのは、自分がやりたいこ
とを発信すると、周りが受け入れて、協力してくれる文化があるとい

うこと。自分の考えに周りの方がアドバイスをしてくれて、どんどん

話が広がっていって、形になるところが楽しく、働きがいを感じます

ね。例えば、私は三重県鳥羽にあるリゾートホテルの運営を担当し

ているのですが、もっと三重県のことを知ってもらいたく、現地の商

品販売会と、講師を招いて真珠についての講座を社内で行いた

いと提案したところ、周りの方 が々協力してくれて、実現することが

できました。売上も非常に盛況で、昨年第２回も開催できました。

児玉　確かに、当社グループには新しいことにチャレンジさせてくれ
るという文化がありますね。私はマンション販売の営業を担当して

いますが、コロナ禍によってこれまでのような対面での販売活動が

難しい状況でしたので、お客様とはすべてオンラインでやり取りを

し、売買契約のみ対面で行うという販売方法を提案しました。オン

ラインでもお客様のニーズをきちんと理解できるのか、実際のモノを

見なくてもご契約いただけるのか、やってみないとわからない部分

も多く、既存のやり方のほうがいいという意見もありましたが、こうい

う機会がないと新しいことにチャレンジできないからと協力してくれ

る人がいらっしゃって。実際、直近で担当した物件ではその方法を

取り入れて販売活動を行い、順調に契約が進捗しています。

中安　物件の計画地やモデルルームを実際に見学せずに契約さ
れるお客様がいらっしゃるということですか。

児玉　そうなんです。
中安　それはすごいですね。

児玉　そんなやり方ではダメだよということではなく、実現に向け
て協力してくださる社内、社外含めたネットワークが当社グループ

で働くうえでの魅力ですし、自分の思いを形にできるところに働き

がいを感じています。

栃木　私も三井不動産に入社して驚いたのが、社内の方 が々部

署や年次に関わらず助けてくれるところでした。中途で入社して、

社会人としての経験はあるけれど、まだ仕事のやり方もわからな

い、誰も知らないという状況でしたが、この人のところに行けばいい

よと言われて行ったら、面識がない方でも親身に相談に乗ってくれ

ました。他にも、より適した相談相手を紹介してくれたりもして、そこ

からつながりがどんどん生まれていって、気づいたら課題が解決し

たり、良いディスカッションができていたという経験があり、この文化

はすごいなと思って感動しました。

宇都宮　不動産事業はプロジェクトの規模も大きく、期間も長い
から、たくさんの人の手が関わっている。土地を仕入れ、開発し、営

業し、運営してというのをグループ会社も含めて一貫して行ってい

るから、人と人とがつながっていかないと仕事をうまく進めることが

できない。縦割りでは成功しないことをみんなわかっているからこ

そ、自分の仕事だけではなく、次の人にどうやって渡すか、どうした

ら相手がうまく仕事ができるかを常に考えながら仕事をする文化

があるのでしょうね。

吉田　私は三井不動産投資顧問で、不動産私募ファンドの組成
やファンドに組み込まれた不動産のアセットマネジメントを行って

いますが、ファンドに出資いただく投資家の方 な々ど、たくさんのス

テークホルダーがいるなかで、それぞれにとってどうすることがベス

トなのかを常に考えながら、全体を取りまとめていくという「プロ

ジェクトマネジメント」にやりがいを感じています。普通であれば携

わることのできない不動産や、お会いすることが難しい投資家の皆

様とともに、大きなプロジェクトを進めていくことができる。そういった

プロジェクトマネジメントは非常に面白いですね。

栃木　プロジェクトマネジメントというキーワードは、私が三井不動
産に転職するきっかけになった言葉です。前職ではメーカーに勤

務しヨーロッパに駐在していたのですが、プロジェクトベースで仕事

をする機会があり、プロジェクトマネジメント自体がすごく面白いと

感じたのです。それで、生活に密着し、かつプロジェクトマネジメン

トを業務として行っている三井不動産に入社しました。現在はオ

フィスビルの開発業務を担当しています。当社の開発事業は規模

が大きく、大変なこともたくさんありますが、ゼネコンの方や設計事

務所の方など、さまざまな人と議論して、助けてもらいながら少しず

つ前に進んでいく。そういった全体のマネジメント業務に非常にや

りがいを感じるし、楽しく思います。

宇都宮　私たち、特にデベロッパーである三井不動産は、ある分
野に特化したエキスパートではなく、多様かつ広範な視点をもっ

て、専門家であるパートナーの強みを最大限引き出し、目的を達成

するように育成されています。プロジェクトの規模に関係なく、多く

の社外の関係者に鍛えられているともいえますね。

栃木　すごい数の人が関わっているプロジェクトをマネージして前
に進んでいく、課題を解決していくというその感覚が楽しいですし、

さまざまな個性や強みを持った方 と々信頼関係が築かれ、チーム

ができていくところに働きがいを感じています。

児玉　こちらがまた一緒に仕事をしたいとか、あちらからまた仕事
をしたいと思ってくださるとか、そういう人間関係が自分にとっての

財産であり、会社にとっての財産にもなるのですよね。

栃木　まさにそうですね。プロジェクトのなかだけではなく、そのプ
ロジェクトが終わっても続くのだろうなという人間関係を築けてい

るという感覚があります。

中村　私は、以前ららぽーとの運営業務を担当していたのですが、
自分のライフステージによって気づくことが違っていました。特に商

業施設の安心安全に関しては、以前は気づかなかったけれど、子

どもができると、「この高さだと子どもの顔にぶつかるから危ないな」

とか、「3歳くらいだと、この販促のパーツは飲み込んじゃうかもしれ

ないな」という気づきが生まれて。それを周りに発信して、すぐに反

映できるという経験がよくあり、とてもやりがいを感じていました。ま

た、販促業務のなかでも、子育てをしているママさんたちにどうした

ら商業施設に来てもらえるのか、社内の子育てをしている社員100

名くらいにアンケートをとって、そこから生まれたアイデアを施策とし

多様性が活きる働き方

自分の個性や経験が業務に活きていると感じる場面はありますか。

三井不動産グループで働くということ

三井不動産グループの業務において、どのような場面で働きがいを感じますか。

チャレンジを受け入れてくれる三井不動産グループ。

個を生かし、集団に貢献しながら、

より一層、女性が働きやすい職場をつくる。
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中村　子どもが病気になった時など、どうしても急遽お休みをいた
だくことがあります。以前は周りの方 へ々の申し訳なさを感じていま

したが、三井不動産商業マネジメントは2019年に女性が初めて

執行役員に就任して、その方の声によって育児中社員の情報交

換会が始まりました。そこで、同じような状況にある方 の々ご経験を

お聞きし、互いにアドバイスをしあったことで、自分は一人ではなく

仲間がいるんだと、ポジティブに意識が変化しました。

児玉　三井不動産レジデンシャルも男性社員の比率が多いの
で、以前はそれぞれの部署のなかで子育て中のママさんが孤立し

てしまうことがありました。それについて何かできないかと考え、部

署や職種を超えて、働くママさんを集めて座談会をしたのですが、

そこで多く出たのが、情報がみんなと共有できない、周りに理解し

てもらえないという意見でした。そういった意見を取りまとめて、人

事部にフィードバックしました。

宇都宮　聞いてくれない、わかってくれないと不満に思うだけで
はなく、自ら発信していくことが大事です。業務上、周りに頼る必

要があると、自分の要望は言い出しにくいこともあるかもしれませ

ん。当社グループはさまざまな意見を受け入れるベースはありま

すから、自分の考えは遠慮せずに伝える努力をするほうがいいで

すね。

ワークライフバランスの充実

プライベートと仕事の両立で苦労した経験はありますか。

三井不動産グループのこれからに向けて

女性の働きやすさという観点から、現在の職場をどう思いますか。

て行ったところ、お客様から大変好評をいただくことができました。

中安　B2Cの仕事は自分の考えや気づきを業務に反映して、それ
に対するお客様の反応をダイレクトに感じられますよね。マンション

の販売もそうですよね。

児玉　マンションの購入を検討されているお客様は、単身の方も
いらっしゃいますが、メインはファミリー層です。私も子どもがいるの

で、今後お子様が生まれた場合にはこういう間取りの方がいいで

すよと、住まいに対するニーズの変化をアドバイスできたりと、販売

活動の中で自分の経験が生きています。

中安　例えば、男性と女性でもニーズや必要とされる情報は違う
のでしょうか。

児玉　男性はどちらかというと物件価格など、定量的な部分に
注目されることが多いですが、女性は定性的な部分に注目される

傾向がありますね。こういったお客様のニーズはすでに顕在化し

ているものもあれば、こちらから提案して初めて顕在化するものも

ありますので、新しい商品を生み出し他社と差別化するために、

お客様の声を商品に反映させるのはもちろん、こちらから新たに

提案できるものとして何があるのか、日々 社員みんなで議論をし

ながら検討しています。「住まい」というのはベーシックなものであ

るが故に、お客様もさまざまな方がいらっしゃいますから、あらゆ

る目線から議論を重ねるためにも我々社員側の多様性も大事で

すね。

中安　B2Bの事業ではどうなのでしょうか。
栃木　大規模な開発事業では、例えば行政や物件の近隣の
方々、地権者の方など、対外的な協議をする場面が数多くありま

す。相手や協議の目的によって、「今回は栃木さんが行ったほうが

いいかもしれないよ」と言われることがあったり、この時はチームリー

ダーに行ってもらったほうがいいねと判断したりと、それぞれの個性

や立場から対応すべき人員を決めています。やはりみんながオー

ルマイティなわけではないから、チームのなかで、その場その場で

誰が何をすべきなのか、役割分担をすることも大切だと思います。

事業はみんなで一緒に推進していきますが、場面ごとに誰が何を

するのかというのは、多様性のなかで、適材適所でやっていくべき

かなと感じています。

吉田　以前、家族の介護をしている時期があり、仕事との両立が
どうしても立ち行かなくなった時に当時の上司に相談したところ、

私をリーダーとしたチームを作ってくれたのです。制約があるから

担当業務を減らすのではなくて、吉田はチーム員とともに、吉田の

やりたいことをうまく実現していく方がいいだろうと。一人で抱え込

むのではなく、仲間を作ることで解決を図っていただいたことにと

ても感謝しています。

宇都宮　スーパーマンはいないので「これはお願いします、これは
私がやります」と上司や仲間を巻き込んで役割分担をしていくこと

が大事です。不測の事態にそなえたリスク管理にもなります。男女

関係なく、それぞれの事情や得意分野は一人ひとり異なります。あ

る時は助けてもらい、誰かが困った時には助ける。お互いさまとい

う感覚がますます広がっていくといいですね。

栃木　身近な管理職の方は男性が多く、なかには平日の夜は飲
み会、休日も仕事関係のゴルフという方もいらっしゃいますね。そう

いう方法で仕事を進めていくスタイルも残っていくとは思います

が、最近は女性の管理職も増えてきて、これまでの管理職像とは

違う姿を作られている。最近、部署メンバーと次の管理職像につい

て話す機会があったのですが、「私たちが今の管理職を見て何を

感じて、いかにして新種のリーダーや管理職になっていくのか、結

局は私たちの意識次第だよね」という話になりました。

児玉　仕事の進め方はいろいろなスタイルがあって、それぞれ
良いところもあれば悪いところもある。既存のやり方をただ否定

するのではなくて、相手の気持ちを汲み取りながら、自分の意見

もきちんと伝える。そうすることで仕事がうまく回っていくように思

います。

宇都宮　「共感力」は女性の強みです。私が入社した時は、女性
の総合職はわずかで、男性の考え方、働き方に合わせざるを得な

かった。でも今は環境が違います。特定の考え方に傾いて議論が

進む状況があったとしても、共感力があれば決して相手を否定せ

ず「あなたの考えもわかります。でもこういう観点もあります」と、接

点を見いだすことができます。

永井　これまでは自分が間違っているかもしれないと思うとなかな
か発言できなかったのですが、最近は、私が何かを言うことで一つ

の判断材料を提示できるのではないかと思い始めて、少しずつ実

践しています。

宇都宮　現実的には、男性の論理で意思決定され、それに合わ
せるシチュエーションもあります。ただし、D&Iを進めるためには、社

員一人ひとりの思考、行動変容は必須。異なる立場であっても、率

直かつ根気強く対話を続けることで、多様性を受容する企業、ひ

いては社会に変わると確信しています。次世代のためにも、今の私

たちには重い責任がありますね。

宇都宮 幹子
三井不動産
執行役員
1991年新卒入社

栃木 里代
三井不動産　ビルディング本部 
ビルディング事業三部 事業グループ
2020年中途入社

永井 里子
三井不動産　ホテル・リゾート本部 
ホテル・リゾート運営二部 運営企画グループ
2007年中途入社

中村 彩
三井不動産商業マネジメント
D&I企画部 企画課
2013年新卒入社

児玉 美穂
三井不動産レジデンシャル
都市開発二部 事業室
2003年中途入社

中安 理恵（ファシリテーター）

三井不動産
人事部 D&I推進室
2010年中途入社

吉田 洋子
三井不動産投資顧問
投資営業部 兼 海外事業部
2014年中途入社
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※ 本座談会は感染対策を行った上で実施しました。
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三井不動産では、従来よりオフィスビル内でのロボット活用の検討を進めており、ロボットの垂直移動と水平移動を実現するため、「東京

ミッドタウン八重洲」においては自動ドアの積極的な活用に加えて、エレベーターやセキュリティドアとの通信や連携を可能にしました。これに

より、ロボットの完全自律走行が実現し、「実証実験」にとどまらない、ロボット活用の本格導入を本施設から開始します。

三井不動産グループは、グループ長期経営方針「VISION 2025」の３つのビジョンの一つとして、「テクノロジーを活用し、不動産業その

ものをイノベーション」を掲げています。

ライフスタイルが大きく変化し、多様化する時代において、不動産を「モノ」としてではなく、「働く」「住まう」「楽しむ」といった行動を起点に

した「サービス」として提供する、“Real Estate as a Service”を標榜し、この実践において最も重要で必要な手段であるデジタルトランス

フォーメーション（DX）のさらなる強化に取り組んでまいります。

DX推進の取り組み

「東京ミッドタウン八重洲」におけるロボット活用

“Real Estate as a Service”のさらなる加速へ

場内の完全キャッシュレス化

三井不動産は、決裁・会計の基幹系システムの全面刷新に取

り組み、2019年4月に新システムを導入しました。これまで部門ご

とに個別最適化されていた業務プロセスを標準化するとともに、独

立していた決裁システム・会計システムの統合化を図り、フルクラ

ウドのシステムを構築。全社業務の標準化と効率化、データ多重

入力の廃止、ワークフローの電子化などを実現することで、年間約

58,000時間の業務量が削減されることになります。

クラウド化により運用負荷の軽減や、BCP・DRの強化が実現で

きることから、今後は他の基幹システムを含むすべてのITシステム

をクラウドへ移行する計画としています。

● 特長1：全社業務の標準化と効率化を実現し、業務をシンプルに
部門ごとに異なっていた業務プロセスのすべてをシステム上で一覧化
し、管理方法を統一。

●特長2：データ連携によって作業やチェック時間を短縮し、ミスも削減
決裁書に必要な記載項目を予めフォーマット化し、決裁書に記載したデー
タを会計業務まで連動させることで、ミスを削減し、チェック時間も短縮。

●特長3：ワークフローの電子化とモバイル承認の導入により、
場所を問わない働き方が可能に

従来は紙を使用していたワークフローを電子化することで、年間約
840,000枚分の紙資料を削減するとともに、印刷・郵送・保管コストを
削減、書類管理・運用に伴う負荷を軽減。さらにモバイル承認機能を導
入し、働く場所を選ばないモバイルワークを促進。

基幹系システムをフルクラウド化し、業務効率化とモバイルワークを実現

事業変革 オフィス

事業変革 東京ドーム

働き方改革

● デリバリーロボット：オフィスビルとしては“初”の、ロボットによる
フードデリバリーサービスを提供

● 運搬ロボット：重量のある荷物を簡単
に運搬できるようにすることで、多様な
人材の就業を可能に

● 清掃ロボット：自律走行により、従来できなかった清掃業務の
完全な省人化を実現

清掃ロボット RULO-Proデリバリーロボット RICE

運搬ロボット サウザー

提供：読売新聞社

提供：竹中工務店

提供：竹中工務店

東京ドーム過去最大規模のリニューアルにおけるDX推進の一

環として、2022年3月から東京ドーム場内の「完全キャッシュレス

化」を実施しております。すべての売店、場内チケットカウンターの

みならず、スタンド内で飲食物などを販売する客席販売においても

モバイル決済端末を利用することにより「完全キャッシュレス化」を

実現しました。現金の受け渡しなどで生じる接触機会を減らせる

ことは感染対策の強化につながるほか、売店等でのお客様の待

ち時間が短縮されることも期待されます。

身軽で多彩なキャッシュレス決済により、より快適でスムーズな

お買い物やスタジアム観戦をお

楽しみいただけます。なお、場内

には「DX サポートデスク」を設置

し、初めてキャッシュレスを利用さ

れるお客様等への丁寧なサポー

トも行っていきます。

東京ドームは
完全キャッシュレス化
現金はご利用いただけません

DX  サポートデスク
COMPLETELY

CASHLESS

DX サポートデスクでは、キャッシュレスに
関するお問い合わせに対応いたします。

Before After

相手先確認
契約審査 受発注

資金予定
支払・入金確定
伝票計上

決済 押印手続 会計処理

さらに会計部門へ連携

● 全社共通のルールで業務を標準化・効率化
● データ連携により多重入力を廃止

● 個別最適化された部門ルールが存在
● それぞれバラバラにデータを入力
● オンプレミスのハードウェアを自社運用

相手先確認 契約審査

決済 押印・受発注

支払い・請求 伝票計上

資金予定

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤
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社外監査役の導入

執行役員制度の導入（経営と執行の分離）

社外取締役の導入

監査役室の設置（専任の使用人配置）

報酬・指名諮問委員会の導入

200520011994 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

3名 4名1名 2名

コーポレート・ガバナンス

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

コーポレート･ガバナンス向上の取り組み

株主総会

❻ 経営会議

監査室
❺ 執行役員

❺ 社長執行役員

業務委員会
リスクマネジメント委員会

ESG推進委員会各本部・部門

❸ 指名諮問委員会

❷ 報酬諮問委員会

❽ 委員会

取締役

12名

社外 4名
33％

取締役会構成

社内 8名
67％

取締役

12名

女性 1名
8％

取締役会男女比率

男性 11名
92％

監査役

5名
社外 3名
60％

監査役会構成

社内 2名
40％ 監査役

5名

女性 1名
20％

監査役会男女比率

男性 4名
80％

❹ 監査役会❶ 取締役会

❼ 会計監査人
❹ 監査役室

議長:代表取締役会長
指名諮問委員会構成

報酬諮問委員会構成

執行体制

コーポレート・ガバナンス体制

指名諮問委員会 社外取締役の委員長就任

報酬諮問委員会 社外取締役の委員長就任

社外取締役4名 社内取締役2名

委員長

社外取締役4名 社内取締役2名

委員長
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❶取締役会

取締役会は、代表取締役会長岩沙弘道を議長として、社内取

締役8名（岩沙弘道、菰田正信、藤林清隆、小野澤康夫、山本隆

志、植田俊、三木孝行、浜本渉）、社外取締役4名（野木森雅郁、中

山恒博、伊東信一郎、河合江理子）の取締役12名で構成され、当

社の重要事項を決定し、取締役の業務の執行状況を監督しており

ます。また、当社は、会社法第373条第１項に基づき特別取締役を

置き、会社法第362条第４項に基づき、緊急性の高い入札等によ

る資産の取得等について、特別取締役による取締役会の決議に

より決定することができる旨を定めております。また、取締役会には

監査役が出席し、必要に応じて意見を述べております。 

❷報酬諮問委員会

報酬諮問委員会は、独立社外取締役野木森雅郁を委員長とし

て、独立社外取締役４名（野木森雅郁、中山恒博、伊東信一郎、

河合江理子）、代表取締役社長菰田正信、社内取締役1名（小野

澤康夫）の取締役6名で構成され、取締役会が取締役の報酬に

関する事項につき決議を行うにあたっては、本委員会を経ることと

しております。

❸指名諮問委員会

指名諮問委員会は、独立社外取締役野木森雅郁を委員長とし

て、独立社外取締役4名（野木森雅郁、中山恒博、伊東信一郎、

河合江理子）、代表取締役社長菰田正信、社内取締役1名（小野

澤康夫）の取締役6名で構成され、取締役会が取締役・監査役の

指名および経営陣幹部の選解任に関する事項につき決議を行う

にあたっては、本委員会を経ることとしております。

❹監査役会

監査役会は、常任監査役佐藤雅敏を議長として、社内監査役2

名（佐藤雅敏、石神裕之）および社外監査役3名（加藤義孝、真

砂靖、尾関幸美）の監査役5名で構成され、監査方針、業務の分

担等の策定を行うとともに、その方針および分担に基づき行われ

た監査に関する重要な事項について報告を受け、協議しておりま

す。なお、監査役の職務を補助する専任の組織として監査役室を

設置し、専任の使用人（2名）を配置しております。

❺執行役員

事業環境と業容に最適な業務執行体制を構築することを目的

として、「執行役員制度」を導入しており、従来、取締役が担ってい

た経営機能と執行機能の分離・強化を推進し、経営の健全性と

効率性をより高めております。また、グループ全体での経営者層

の幅や厚みを増すことにより、グループ経営をさらに強固なものと

するべく、グループ企業の執行責任者にも当社の執行役員と同等

の立場と使命を付与する「グループ執行役員制度」を導入してお

ります。

❻経営会議

役付執行役員を構成員とする「経営会議」を設置し、業務執行

上の重要事項の審議・報告ならびに内部統制およびリスクマネジ

メントを統括しております。また、重要な意思決定の過程および業

務の執行状況を把握するため、常勤の監査役が出席し、必要に

応じて意見を述べております。

❼会計監査人

当社は、会計監査についての監査契約を有限責任あずさ監査

法人と締結しており、監査を受けております。なお、同監査法人お

よび当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間

には、特別の利害関係はありません。

❽委員会

当社は、社長取締役執行役員を長とする委員会を設置しており

ます。「リスクマネジメント委員会」を業務リスクを管理する組織と

し、「業務委員会」を事業リスクを管理する組織として、リスク課題

の抽出・把握や対応策の立案を行っております。また「ESG推進委

員会」では、当社のサステナビリティに関する取り組みを管理して

おります。

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

コーポレート・ガバナンス体制における各組織 取締役会の実効性の向上

当社は、毎年、取締役会の実効性について分析・評価を行い、課題点を抽出して対応していくことにより、取締役会のさらなる機能向

上に継続的に取り組んでおります。分析・評価の手法として、アンケート作成およびその分析において第三者機関を活用しており、取締

役会の実効性の評価・改善プロセスは下記（１）のとおりです。

2021年度（今回）の実効性評価においては、前年の抽出課題に対し下記（２）のとおり改善が進むなど、各評価項目について概ね高

い評価となり、取締役会の実効性が適切に確保されていることを確認いたしました。

今後においても、下記（３）のとおり課題の抽出、取り組み方針の策定など、改善に努めております。

取締役会の実効性の評価

当社は、取締役・監査役が役割を十分に果たせるよう、就任時にオリエンテーションを実施する、定期的に役員研修を行うなど、職務遂行

に必要な情報を提供しています。

また、社外役員と経営陣幹部との意見交換の機会の設定、取締役会・監査役会サポートの担当者の配置、社外取締役への取締役会資

料の事前配付・説明などを行うほか、取締役・監査役が役割を果たすために必要な費用は会社負担としています。

有意義な議論を行うための取り組み

（1）評価・改善プロセス

（3）2021年度（今回）の抽出課題および取り組み方針

取り組みの一例

①全取締役・全監査役への
　インタビュー・フリーアンケート

②取締役会における
分析・評価 ③課題点の抽出 ④抽出課題への対応

ステークホルダーとの対話状況の
共有・議論について

ステークホルダーとの対話状況について、現状は各審議案の説明時において関連する内容を適宜補足して
いるが、今後は全体をまとめて共有・議論する場を設ける。

取締役会の議論の
さらなる深化に向けた運営改善

経営会議を主とした執行側での議論における質問や意見について、取締役会の各審議案説明時に社内役
員から社外役員に共有することで、議論の一層の深化を図る。

各評価項目については概ね高い評価となりました。また、上記の通り前回の実効性評価等を踏まえ改善の取り組みが行われており、取締

役会の実効性が適切に確保されていることを確認いたしました。
＜今後の課題＞ ＜取り組み方針＞

（2）2020年度（前回）の抽出課題および対応内容

中長期的な重要課題に対する
議論の充実化

脱炭素を当社グループにおける重要課題と位置付け、取り組み方針および方向性について取締役会にて議論
の上、「脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画」を策定し、2021年11月に公表した。さらに、取り組み状
況についても取締役会へ報告し、当社グループにおける脱炭素の進捗状況や方向性について議論を行った。

社外役員の
当社プロジェクトへの理解の深化

当社グループにおける海外事業のさらなる拡大を踏まえ、「海外現地法人の人員体制とリスクマネジメント」というテー
マで社外役員ミーティングを開催し、海外現地法人のガバナンス向上や監督機能の強化について議論を行った。

当社が街づくりを推進する日本橋（東京都）や柏の葉エリア（千葉県）における現地見学会を実施し、当社
プロジェクトに対する社外役員の理解を深め、社内役員と社外役員との一層の議論の活発化を図った。

＜課題＞ ＜対応内容＞

■評価項目
● 取締役会の体制（人数、業務執行者・非業務執行者の割合、多様性等）
● 取締役会の運営状況（開催回数、出席率、審議時間、審議案件数、情報提供、質疑応答等） 
● その他（前回の取締役会の実効性評価で抽出された課題への対応状況、報酬・指名諮問委員会での活動内容など）

第三者機関の活用プロセス

社外役員ミーティング（2021年度 5回開催）
当社の事業戦略や各事業に関して、社長取締役執行役員をはじめとした社内取締役と社外取締役・監査役の意見交換の
場として、社外役員ミーティングを適宜開催しています。
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（1）株主総会に関する事項
（2）取締役に関する事項

● 取締役の候補者の内定
● 代表取締役の選定･解職
● 業務執行取締役の選定･解職
● 取締役の報酬･賞与
● その他の重要事項

（3）組織に関する事項

（4）コンプライアンス等に関する重要事項
● 年度コンプライアンス推進計画の策定
● 年度コンプライアンス推進活動実績の報告
● 年度監査計画の策定　
● 年度監査活動報告　
● 年度財務報告に係る内部統制の評価
および監査(いわゆるJ-SOX）に関する
方針策定

（5）人事に関する重要事項
● 執行役員・役付執行役員の選任・解任
● 重要な使用人の選任・解任
● 執行役員等の報酬・賞与

（6）資産・財務に関する重要事項
（7）その他会社経営上もしくは

業務執行上特に重要な事項

導 入 目 的 ： 対象取締役等※に対し、当社の企業価値の持続的な向上を
図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様とのより一層
の価値共有を進めること

上 限 金 額 ： 年額6億円および年200,000株以内
譲渡制限期間 ： 当社の取締役、監査役、執行役員、グループ執行役員その他

の当社取締役会が定める地位を退任する直後の時点まで
そ の 他 ： 上記対象取締役等に加え、執行役員・グループ執行役員に

おいても取締役会決議に基づき本報酬制度を導入済
※ 対象取締役等：社外取締役を除く取締役

専門性と経験

企業経営
財務・
会計・

ファイナンス

コンプライアンス・
リスクマネジメント グローバル テクノロジー・

イノベーション
ESG・

サステナビリティ
街づくり

（不動産開発等）

岩沙 弘道 代表取締役会長 ● ● ● ● ● ●

菰田 正信 代表取締役社長 ● ● ● ● ● ●

藤林 清隆 代表取締役 ● ● ● ●

小野澤 康夫 代表取締役 ● ● ●

山本 隆志 取締役 ● ● ● ●

植田 俊 取締役 ● ● ●

● ● ●

浜本 渉 取締役 ● ● ●

野木森 雅郁 社外取締役 ● ● ● ● ●

中山 恒博 社外取締役 ● ● ● ● ●

伊東 信一郎 社外取締役 ● ● ● ● ●

河合 江理子 社外取締役

取締役会
への
出席状況

（2021年度）

12／12

12／12

12／12

12／12

12／12

12／12

三木 孝行 取締役 新任

12／12

12／12

12／12

11／12

10／12 ● ● ● ● ●

●当期の業績 ●グループ長期経営方針の進捗
●ESGに関する取り組みの状況 ●経済情勢
●株主還元方針に基づく株主への利益還元 ●事業環境

譲渡制限付株式報酬(中長期インセンティブ)

取締役賞与(短期インセンティブ)

基本報酬 業績連動以外(約50-55%)

業績連動(約45-50%)

短期インセンティブ 中長期インセンティブ
役員区分 基本報酬

取締役賞与 譲渡制限付株式報酬

取締役（社内） ○ ○ ○
監査役（社内） ○ － －
社外役員 ○ － －

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

取締役会全体としてのバランスや多様性を確保し、取締役会における多角的で有益な議論が行われるよう、取締役各 の々能力、経験等

に配慮した人材を選定するとともに、取締役会が効果的かつ効率的に機能し得る適切な規模を維持しております。

各取締役の取締役会出席状況および専門性と経験

当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセ

ンティブを与えるとともに、株主とのより一層の株主価値の

共有を目的として、当社の社外取締役を除く取締役に対し、

ストックオプションに代えて、譲渡制限付株式報酬制度を導

入しています（2020年6月26日開催第108回定時株主総

会にて決議）。なお、すでに付与済みのストックオプションと

しての新株予約権のうち未行使分については存続します

が、新たなストックオプションの付与は行いません。

当社は、取締役会において、法令、定款および取締役会規則等の社内規則に定められた以下の事項について、決議·報告することとして

います。また、｢取締役会｣で審議される議案は、原則としてあらかじめ、役付執行役員を構成員とする｢経営会議｣の審議を経ており、｢経営

会議｣には、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、常勤の監査役が出席し、必要に応じて意見を述べています。

取締役会の決議·報告事項

役員報酬

取締役報酬については、基本報酬、短期インセンティブとして各期の業績等を総合的に勘案したうえで株主総会で決議される賞与、当社

グループの企業価値の持続的な向上と株主の皆様とのより一層の株主価値の共有を目的とした中長期インセンティブとしての譲渡制限付

株式報酬、という構成としています。なお、社外取締役および監査役は基本報酬のみとしています。

取締役報酬については、報酬諮問委員会に諮問のうえ、取締役会にて決定しています。監査役報酬については、監査役の協議により決

定しています。

報酬の構成

取締役報酬の構成

役員報酬体系

業績連動報酬の指標

●

●

報酬等の種類別の総額（百万円）
役員区分 報酬等の総額

（百万円） 基本報酬 賞与 譲渡制限付株式報酬
対象となる

役員の員数（名）

取締役
（うち社外取締役）

1,342
（76）

714
（76）

464
（－）

163
（－）

13
（5）

監査役
（うち社外監査役）

152
（46）

152
（46） － － 5

（3）
合計
（うち社外役員）

1,495
（122）

867
（122）

464
（－）

163
（－）

18
（8）

譲渡制限付株式報酬制度

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数 （2021年度）

報酬等の総額が1億円以上である者の報酬等の総額等 （2021年度）

※ 上記人数および報酬等の額には、2021年6月29日開催の第109回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役1名を含んでおります。

報酬等の種類別の額(百万円)
氏名 役員区分 会社区分

基本報酬 賞与 譲渡制限付
株式報酬

報酬等の総額
（百万円）

岩沙 弘道
菰田 正信
北原 義一
藤林 清隆
小野澤 康夫

山本 隆志

植田 俊
浜本 渉

代表取締役会長 三井不動産（株）
代表取締役社長 三井不動産（株）
代表取締役 三井不動産（株）
取締役 三井不動産（株）
取締役 三井不動産（株）
取締役 三井不動産（株）
取締役 三井不動産レジデンシャル（株）
取締役 三井不動産（株）
取締役 三井不動産（株）

※ 役員区分は、2021年度のものを記載しております。

120
120

75
73
68
52
10
63
63

93
93
52
52
52
39
－
39
39

30
30
19
19
19
14
－
14
14

244
244
147
145
140

118

117
117

以下の要素を総合的に勘案
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2021年度
取締役会・監査役会
への出席状況

選任事由独立
役員

※1 2022年6月29日付で新たに就任した社内取締役
※2 2021年6月29日付で就任。在任期間中の取締役会出席率100%

取締役
植田 俊

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役としてビルディン
グ事業、新規ビジネスの推進業務、大規模複合開発事業等を管掌し、経営の重要事項の決定およ
び業務執行に対する監督など、当社の企業価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今
後においてもさらなる貢献が見込まれることから、取締役に選任しております。

取締役会…
12回／12回

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役として経理業務、経
営企画業務、DX推進に関する業務等を管掌し、経営の重要事項の決定および業務執行に対する監
督など、当社の企業価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今後においてもさらなる貢献
が見込まれることから、取締役に選任しております。

取締役
浜本 渉

取締役会…
12回／12回

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。執行役員就任後、ロジスティクス事
業の責任者を務めるなど、執行役員としての業務を通じて当社の企業価値向上へ貢献が認められ、今
後においても当社の取締役として経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督などの役割を
適切に果たすことが見込まれることから、取締役に選任しております。

取締役
三木 孝行※1

―

当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果た
しており、今後においてもさらなる貢献が見込まれること、また一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いため、社外取締役および独立役員に選任しております。

社外取締役
野木森 雅郁

○
取締役会…
12回／12回

当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果た
しており、今後においてもさらなる貢献が見込まれること、また一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いため、社外取締役および独立役員に選任しております。

社外取締役
中山 恒博

○ 取締役会…
12回／12回

○
当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果た

しており、今後においてもさらなる貢献が見込まれること、また一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いため、社外取締役および独立役員に選任しております。

社外取締役
伊東 信一郎

取締役会…
11回／12回

取締役会…
10回／12回※2

社外取締役
河合 江理子 ○

当社の社外取締役として、取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に向け、適切な役割を果た
しており、今後においてもさらなる貢献が見込まれること、また一般株主と利益相反が生じるおそれがな
いため、社外取締役および独立役員に選任しております。

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役として、経理・総務・
ITイノベーション等業務を幅広く担当し、これらの職務を通じた豊富な経験を有していることから、取締
役の職務の執行を適切に監査できるものと判断し、監査役に選任しております。

常任監査役
佐藤 雅敏

取締役会…
12回／12回
監査役会…
12回／12回

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役として、商業施設、ホ
テル・リゾート、ロジスティクス事業等業務を幅広く担当し、これらの職務を通じた豊富な経験を有して
いることから、取締役の職務の執行を適切に監査できるものと判断し、監査役に選任しております。

常任監査役
石神 裕之

取締役会…
12回／12回
監査役会…
12回／12回

○

当社の社外監査役として、会計・税務等に関する専門的な知識や豊富な経験を活かし、議案等につ
いて必要に応じて意見を述べるなど、取締役の職務の執行に対する監査機能を十分に発揮しており、
今後もさらなる貢献が見込まれるため、また一般株主と利益相反が生じるおそれがないため、社外監
査役および独立役員に選任しております。

社外監査役
加藤 義孝

取締役会…
12回／12回
監査役会…
12回／12回

当社の社外監査役として、財務・法務等に関する専門的な知識や豊富な経験を活かし、議案等につ
いて必要に応じて意見を述べるなど、取締役の職務の執行に対する監査機能を十分に発揮しており、
今後もさらなる貢献が見込まれるため、また一般株主と利益相反が生じるおそれがないため、社外監
査役および独立役員に選任しております。

社外監査役
真砂 靖

○

取締役会…
11回／12回
監査役会…
11回／12回

社外監査役
尾関 幸美

○

当社の社外監査役として、会社法等に関する専門的な知識や豊富な経験を活かし、議案等につい
て必要に応じて意見を述べるなど、取締役の職務の執行に対する監査機能を十分に発揮しており、今
後もさらなる貢献が見込まれるため、また一般株主と利益相反が生じるおそれがないため、社外監査
役および独立役員に選任しております。

取締役会…
11回／12回
監査役会…
11回／12回

代表取締役会長
岩沙 弘道

1998年6月から2011年6月まで、当社代表取締役社長を務め、経営者として当社グループ全体
の業務に関わる豊富な経験と見識を有し、2011年６月からは、当社の代表取締役会長として、当社
グループの経営を牽引し、経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督など、当社の企業
価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今後においても当社グループの企業価値向上
へのさらなる貢献が見込まれることから、取締役に選任しております。

取締役会…
12回／12回

取締役
山本 隆志

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役として海外事業を
管掌し、経営の重要事項の決定および業務執行に対する監督など、当社の企業価値向上に資する
べく、適切な役割を果たしており、今後においてもさらなる貢献が見込まれることから、取締役に選任
しております。

取締役会…
12回／12回

取締役会…
12回／12回

取締役会…
12回／12回

取締役会…
12回／12回

代表取締役社長
菰田 正信

2011年6月から当社代表取締役社長を務め、経営者として当社グループ全体の業務に関わる豊
富な経験と見識を有し、当社グループの経営を牽引し、経営の重要事項の決定および業務執行に
対する監督など、当社の企業価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今後においても当
社グループの企業価値向上へのさらなる貢献が見込まれることから、取締役に選任しております。

代表取締役
藤林 清隆

当社への入社以来、さまざまな分野で豊富な経験を有しております。2012年４月から2021年３月
まで、三井不動産レジデンシャル（株）代表取締役社長を務め、経営者としての豊富な経験と見識を
有し、当社の取締役として当社グループの住宅事業を管掌し、経営の重要事項の決定および業務執
行に対する監督など、当社の企業価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今後において
もさらなる貢献が見込まれることから、取締役に選任しております。

代表取締役
小野澤 康夫

当社への入社以来、多様な分野で豊富な経験を有しております。当社の取締役として総務業務、
秘書業務、広報業務、人事業務、関連事業等を管掌し、経営の重要事項の決定および業務執行に
対する監督など、当社の企業価値向上に資するべく、適切な役割を果たしており、今後においてもさ
らなる貢献が見込まれることから、取締役に選任しております。

2021年度
取締役会・監査役会
への出席状況

選任事由独立
役員

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

取締役・監査役および執行役員の選任

当社は、当社グループの経営理念や経営戦略等を踏まえ、人格、能力、見識等を総合的に判断し、適任と考えられる人物を取締役・監査

役として選任しています。

取締役・監査役の選任

事業環境と業容に最適な業務執行体制を構築することを目的として、「執行役員制度」を導入しており、従来、取締役が担っていた経営機

能と執行機能の分離・強化を推進し、経営の健全性と効率性をより高めています。

また、グループ全体での経営者層の幅や厚みを増すことにより、グループ経営をさらに強固なものとするべく、グループ企業の執行責任者

にも当社の執行役員と同等の立場と使命を付与する「グループ執行役員制度」を導入しています。

執行役員制度の導入

取締役・監査役の選任事由
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1978年4月 当社入社
2009年6月 当社常務取締役、常務執行役員、

アセット運用部長
2010年7月 当社専務取締役、専務執行役員、

アセット運用部長
2011年4月 当社専務取締役、専務執行役員
2011年6月 当社代表取締役社長、社長執行

役員（現任）

1967年4月 当社入社
1995年6月 当社取締役、プロジェクト企画本部

プロジェクト第一企画部長、
 プロジェクト企画本部建設部長
1996年4月 当社常務取締役、プロジェクト企画

本部長
1997年6月 当社代表取締役専務取締役、プロ

ジェクト企画本部長
1998年4月 当社代表取締役専務取締役、資産

マネジメント本部長
1998年6月 当社代表取締役社長
2001年4月 当社代表取締役社長、社長執行役員
2011年6月 当社代表取締役会長、会長執行役員
2019年4月 当社代表取締役会長（現任）

重要な兼職状況等
（株）テレビ東京ホールディングス社外取締役

※ 取締役、監査役の所有株式数は2022年3月31日時点のものです。

1984年4月 当社入社
2019年6月 当社取締役、常務執行役員
2020年4月 当社取締役、常務執行役員、DX本

部長
2021年4月 当社取締役、専務執行役員、DX本

部長
2022年4月 当社取締役、専務執行役員、サステ

ナビリティ推進本部長（現任）

重要な兼職状況等
（株）大和証券グループ本社社外取締役
シミックホールディングス（株）社外取締役
ヤマハ発動機（株）社外監査役

1981年10月 （株）野村総合研究所入社
1985年9月 マッキンゼー・アンド・カンパニーパリ

支社入社
1986年10月 マーキュリー・アセット・マネジメント

S.G.ウォーバーグ入社
1995年11月 ヤマイチ・リージェント・ABC・ポーラ

ンド取締役執行役員
1998年7月 国際決済銀行（BIS）上級ファンドマネージャー
2004年10月 経済協力開発機構（OECD）上級年

金基金運用担当官
2008年3月 カワイ・グローバル・インテリジェンス代表
2012年4月 国立大学法人京都大学教授
2021年4月 国立大学法人京都大学名誉教授（現任）
2021年6月 当社取締役（現任）

独立社外

1970年4月 藤沢薬品工業（株）入社
1997年6月 同社取締役
2000年6月 同社執行役員
2001年6月 同社常務執行役員
2003年6月 同社取締役常務執行役員
2005年4月 アステラス製薬（株）代表取締役

副社長
2006年6月 同社代表取締役社長
2011年6月 同社代表取締役会長
2017年6月 当社取締役（現任）

重要な兼職状況等
（株）ダイセル社外取締役
（株）リニカル社外取締役

独立社外

1971年4月 （株）日本興業銀行入行
2004年4月 （株）みずほコーポレート銀行代表

取締役副頭取
2007年4月 メリルリンチ日本証券（株）顧問
2007年5月 同社代表取締役会長
2008年11月 同社代表取締役会長 兼 社長
2009年3月 同社代表取締役会長 兼 社長 兼 バン

ク・オブ・アメリカ・グループ在日代表
2010年7月 メリルリンチ日本証券（株）代表取締

役会長
2017年6月 同社取締役
2017年7月 同社特別顧問
2019年6月 当社取締役（現任）

重要な兼職状況等
東海東京フィナンシャル・ホールディングス（株）
社外取締役

1974年4月 全日本空輸（株）入社
2003年6月 同社取締役執行役員
2004年4月 同社常務取締役執行役員
2006年4月 同社専務取締役執行役員
2007年4月 同社代表取締役副社長執行役員
2009年4月 同社代表取締役社長
2013年4月 ANAホールディングス（株）代表取

締役社長 兼 全日本空輸（株）取締
役会長

2015年4月 ANAホールディングス（株）代表取
締役会長

2017年4月 同社取締役会長
2019年6月 当社取締役（現任）
2022年4月 ANAホールディングス（株）特別顧問

（現任）

独立社外 独立社外

取締役 （2022年6月29日現在）

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

取締役・監査役および執行役員

代表取締役会長

岩沙 弘道 所有株式数 92千株

代表取締役社長

菰田 正信 所有株式数 62千株

1981年4月 当社入社
2012年4月 三井不動産レジデンシャル（株）

代表取締役社長
2013年6月 当社取締役、常務執行役員
2017年4月 当社取締役、専務執行役員、
 すまいとくらしの連携本部長
2020年4月 当社取締役、副社長執行役員、
 すまいとくらしの連携本部長
2021年4月 三井不動産レジデンシャル（株）

取締役会長（現任）
2022年4月　当社代表取締役、副社長執行役員、

すまいとくらしの連携本部長（現任）

代表取締役

藤林 清隆 所有株式数 20千株

1981年4月 当社入社
2016年6月 当社取締役、常務執行役員
2017年4月 当社取締役、専務執行役員
2020年4月 当社取締役、副社長執行役員
2022年4月　当社代表取締役、副社長執行役員

（現任）

重要な兼職状況等
（株）帝国ホテル社外取締役

代表取締役

小野澤 康夫 所有株式数 31千株

1990年3月 当社入社
2017年6月 当社取締役、常務執行役員、海外

事業本部長
2019年4月 当社取締役、専務執行役員、海外

事業本部長（現任）

取締役

山本 隆志 所有株式数 21千株

1983年4月 当社入社
2020年6月 当社取締役、常務執行役員、ビル

ディング本部長
2021年4月 当社取締役、専務執行役員（現任）

取締役

植田 俊 所有株式数 22千株

取締役

浜本 渉 所有株式数 25千株

取締役（非常勤）

野木森 雅郁 所有株式数 2千株

取締役（非常勤）

中山 恒博 所有株式数 2千株

取締役（非常勤）

伊東 信一郎 所有株式数 2千株

取締役（非常勤）

河合 江理子 所有株式数 0株

1984年4月　当社入社
2022年6月　当社取締役、専務執行役員、ロジス

ティクス本部長（現任）

取締役

三木 孝行 所有株式数 19千株
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1982年4月 当社入社
2017年6月 当社取締役、常務執行役員、商業

施設本部長
2019年4月 当社取締役、専務執行役員、商業

施設本部長
2020年4月 当社取締役
2020年6月 当社常任監査役（現任）

※ 取締役、監査役の所有株式数は2022年3月31日時点のものです。

1990年4月 当社入社
2015年6月 当社取締役、常務執行役員
2019年4月 当社取締役
2019年6月 当社常任監査役（現任）

重要な兼職状況等
日本テレビホールディングス（株）社外取締役

重要な兼職状況等
住友化学（株）社外監査役
住友商事（株）社外監査役重要な兼職状況等

（株）帝国ホテル社外監査役

重要な兼職状況等
（株）ブルボン社外取締役

1974年11月 監査法人太田哲三事務所入社
1978年9月 公認会計士登録
2006年6月 新日本監査法人常任理事
2008年8月 新日本有限責任監査法人理事長
2015年6月 当社監査役（現任）

1978年4月 大蔵省入省
2009年7月 財務省大臣官房長
2010年7月 同省主計局長
2012年8月 同省財務事務次官
2014年2月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
2014年2月 西村あさひ法律事務所オブカウン

セル（現任）
2015年6月 当社監査役（現任）

1999年4月 長崎大学経済学部専任講師
2000年8月 ミシガン大学ロースクール客員研究

員
2004年4月 駒澤大学法学部准教授
2010年4月 成蹊大学法科大学院教授
2015年9月 カリフォルニア州立大学バークレー

校ロースクール客員研究員
2016年6月 当社監査役（現任）
2021年4月 中央大学大学院法務研究科教授

（現任）

社長執行役員 菰田 正信

副社長執行役員 藤林 清隆

副社長執行役員 小野澤 康夫

専務執行役員  山本 隆志

専務執行役員  植田 俊

専務執行役員  三木 孝行

専務執行役員  海堀 安喜

専務執行役員  浜本 渉

専務執行役員  広川 義浩

常務執行役員  船岡 昭彦

常務執行役員  鈴木 眞吾

常務執行役員  川村 豊

常務執行役員  富樫 烈

常務執行役員  齋藤 宏樹

グループ上席執行役員　　北原 義一　（株式会社東京ドーム）

グループ上席執行役員 守屋 秀樹 （三井不動産レジデンシャル株式会社）

グループ上席執行役員 遠藤 靖 （三井不動産リアルティ株式会社）

グループ上席執行役員 嘉村 徹 （三井不動産レジデンシャル株式会社）

グループ執行役員 冨川 秀二 （三井不動産投資顧問株式会社）

グループ執行役員 世古 洋介 （三井不動産レジデンシャルサービス株式会社）

グループ執行役員 池田 明 （三井ホーム株式会社）

グループ執行役員 大林 修 （三井不動産商業マネジメント株式会社）

グループ執行役員 山田 貴夫 （三井不動産レジデンシャル株式会社）

グループ執行役員 児玉 光博 （三井不動産レジデンシャル株式会社）

グループ執行役員 﨑山 隆央 （三井不動産レジデンシャル株式会社）

常務執行役員  徳田 誠

常務執行役員  加藤 智康

執行役員  山下 和則

執行役員  大澤 久

執行役員  古田 貴

執行役員  小野 雄吾

執行役員  中村 健和

執行役員  藤岡 千春

執行役員  金谷 篤実

執行役員  斎藤 裕

独立社外

独立社外 独立社外

執行役員  持丸 信彦

執行役員  若林 瑞穂

執行役員  上田 二郎

執行役員  松藤 哲哉

執行役員  青木 研

執行役員  宇都宮 幹子

執行役員  村上 弘

執行役員　　　　篠塚 寛之

執行役員　　　　上松 大高

執行役員　　　　細田 恭祐

執行役員 （2022年4月1日現在）

グループ執行役員 （2022年4月1日現在）

監査役 （2022年6月29日現在）

常任監査役

佐藤 雅敏 所有株式数 14千株

常任監査役

石神 裕之 所有株式数 6千株

監査役（非常勤）

加藤 義孝 所有株式数 0株

監査役（非常勤）

真砂 靖 所有株式数 0株

監査役（非常勤）

尾関 幸美 所有株式数 0株

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤
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※1 事業リスク：主として事業推進･利益獲得のために取るリスク。開発リスク、リーシングリスク、マーケットリスクなど。
※2 業務リスク：業務遂行上のオペレーショナルリスク。被災リスク、システムリスク、事務リスク、コンプライアンスなど。
※3 詳細は有価証券報告書をご参照ください。　https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/ir/library/fs/pdf/YUHO_2203.pdf

「経営会議」により当社および当社グループのリスクマネジメント全体を統括するとともに、「業務委員会」が事業リスク※1を、「リスクマネジメ

ント委員会」が業務リスク※2を、それぞれマネジメントしています。

「リスクマネジメント委員会」は原則毎月1回開催し、業務リスクの抽出、対応策や再発防止策の検討·立案などのほか、必要に応じて全社

やグループ会社への情報共有などを実施しています。

取締役会

社長

リスクマネジメント委員会
（業務リスク）※2

業務委員会
（事業リスク）※1

リスクマネジメント体制

経営会議

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

リスクマネジメント

主要なリスク※3

当社グループの事業リスク

①経済環境の変化によるリスク

②市場金利に関するリスク

③資金調達リスク

④不動産事業における競合リスク

⑤不動産開発リスク

⑥賃貸収入に関するリスク

⑦海外事業に伴うリスク

⑧外部業者に関するリスク

⑨資産価値変動リスク

⑩営業原価変動リスク

⑪気候変動リスク

⑫自然災害、人災等のリスク

⑬環境リスク

⑭感染症リスク

⑮地政学的リスク

当社グループの業務リスク

①法令遵守に関するリスク

②法令・政策の変更に関するリスク

③訴訟・紛争リスク

④利益相反リスク

⑤内部統制・会計に関するリスク

⑥サイバーセキュリティに関するリスク

⑦多様な人材確保に関するリスク

（1）保有銘柄

銘柄数 128
（うち上場株式57）

貸借対照表計上額 7,415億円
（うち上場株式7,301億円）

（2）主要銘柄：株式会社オリエンタルランド

持合の有無 無

貸借対照表計上額 5,594億円

売却実績
（三井不動産（株）単体）

2019年度：96万株（129億円）
2020年度：300万株（456億円）
2021年度：300万株（484億円）

保有経緯・目的

当社は1960年の同社設立に携わり、当時より同
社株式を保有しております。当社グループが運
営・管理する千葉県浦安市所在の三井ガーデン
ホテルプラナ東京ベイは、東京ディズニーリゾート
のパートナーホテルであり、また、当社は同社が運
営する東京ディズニーランド、東京ディズニーシー
のオフィシャルスポンサーであることから、当社グ
ループの事業活動の円滑な推進および事業機
会創出において有用性があると考えております。

社外取締役・社外監査役の独立性

当社は、豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に活かしていた

だくこと、ならびに取締役会の監督機能の強化と透明性の確保に

向け適切な役割を果たしていただくことを期待して、社外取締役を

選任しています。また、客観的な立場から専門的な知識と豊富な経

験に基づき取締役の職務の執行を監査していただくことを期待し

て、社外監査役を選任しています。

また、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断要件

などを踏まえ、一般株主と利益相反が生じるおそれがないこと、特別

の利害関係がないこと、および当社経営の健全性·透明性を高める

にあたり、客観的かつ公平公正な判断をなし得る資質を有している

ことを独立性の判断基準としています。

なお、社外取締役・社外監査役の選任理由については、P.95、

96をご参照ください。

政策保有株式

当社は、政策保有株式の保有状況を継続的に見直しており、定

量的な保有の合理性や取引先との関係をふまえた保有意義を確

認したうえで、縮減する方針としております。なお、当社は、事業戦

略、取引先との関係等を総合的に勘案し、当社グループの企業価

値を向上させるため中長期的な観点において経営戦略上有効と

考えられる上場株式を純投資目的以外の株式（政策保有株式）と

して保有しております。

政策保有株式に関する縮減方針

当社は、議決権を行使するにあたり、投資先企業の中長期的な

企業価値向上、株主還元向上につながるかどうか等の視点に立

ち、総合的に判断を行っております。

また、以下のような重要な議案については、当社の社内基準に

基づき個別に精査したうえで議案への賛否を適切に判断します。

（剰余金処分、取締役・監査役の選解任、役員報酬・退職慰労金

贈呈、定款変更等）

詳細については、コーポレート・ガバナンス報告書をご参照ください。
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/governance/download/
governance_report.pdf

議決権行使基準

政策保有株式の状況（2021年度末時点）

2018年12月の縮減方針策定以降、1,187億円、1,356万株、

18銘柄の株式を売却しております。

【売却実績の内訳】（三井不動産（株）単体）
● 2019年度：203億円（357万株、13銘柄）
● 2020年度：459億円（506万株、3銘柄）
● 2021年度：507億円（365万株、4銘柄）

政策保有株式の売却実績

保有の合理性の検証においては、保有に伴う便益・リスク等が

資本コストに見合っているかという検証を行い、さらに取引実績・

安定した資金調達・事業機会創出等の観点から保有意義を確認

するとともに、当社グループの中長期的な企業価値向上に資する

かを検証しております。

2022年5月13日開催の取締役会において、個別銘柄ごとの定

量的な保有の合理性や取引先との関係をふまえた保有意義を確

認し、保有の適否について検証いたしました。その結果、保有の合

理性や保有意義が薄れた銘柄については、株式市場への影響等

も勘案し売却の検討を進めます。

取締役会における保有合理性の検証
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主な研修・啓発活動（三井不動産）

項目 対象 内容・開催時期

社内研修

コンプライアンス

入社時研修 新入社員 （4月）※ 派遣社員・契約社員は、毎月初めに実施

新任グループ長研修 新任グループ長 贈賄防止、反社会的勢力、情報セキュリティ、インサイダー
取引防止などに関する勉強会を実施（3月）

役員コンプライアンス研修 取締役、常務執行役員、
常勤監査役など （9月）

海外コンプライアンス研修 海外事業本部、
現地法人駐在員

海外企業の事例などコンプライアンス違反事例を解説する
ほか、贈賄防止の必要性などを共有（12月）

現地法人ナショナルスタッフ研修 現地法人
ナショナルスタッフ

贈賄防止、個人情報保護、内部通報制度などに関する研修
を実施（10月、2月）

全社コンプライアンス研修
（eラーニング） 執行役員を含む全社員 （6月、11月）

啓発活動

社内掲示 全役職員、全従業員 「三井不動産グループコンプライアンス方針」を社内掲示
板・手帳に掲示

コンプライアンス通信 全従業員
「反社会的勢力の排除」「身代金要求型ウイルスへの注意喚
起」など、業務遂行上で注意すべき事項やトピックスなどを
発信（4月、7月、10月、2月）

価値創造の取り組みと基盤づくり　｜　価値創造の基盤

反社会的勢力との取引の排除

当社は、反社会的勢力との一切の関係を遮断し、会社を挙げて

断固たる姿勢で臨みます。また、各部門においては、取引の開始

前などに、取引先が反社会的勢力でないことを調査・確認します。

万一、反社会的勢力による不当な要求または暴力的行為などに

直面した場合、当社は、所轄の警察署などに連絡するとともに、法

的措置を取るなど必要な対応をします。

公正な取引や競争の徹底

当社は、独占禁止法などを遵守するのはもちろん、不公正な取

引や不正な競争行為はしません。また、取引先と対等なパートナー

として誠実に接し、サービスや物品の調達に際しては、公正な基準

に基づいて対応しています。

腐敗防止

①贈収賄の禁止および接待・贈答

公務員などに対し、不正な利益供与を禁止しています。また、

取引先や関係先などとの間であっても、節度を超えた接待や贈

答などを行ったり、受けてはいけないこともルール化しています。

また、贈賄防止にかかる取り組み体制や遵守すべきルールを

定め、贈賄行為を未然に防止することを目的に「贈賄防止に関

する規程」を制定し、実行しています。

②政治家・政治団体への寄付

政党および政治資金団体以外の者に対して、政治活動に関

する寄付はしません。また、政治団体の活動に関わる支援を行

う場合、政治資金規正法、公職選挙法の関係法令などに則り、

適切に対応します。

その他

①個人情報保護

②消費者保護

③環境保全

④知的財産権の保護・尊重

⑤インサイダー（内部）取引の禁止

企業と社会･経済との関わり方

人権の尊重

性別・年齢・出身地・国籍・人種・民族・信条・宗教・障がいなど

による差別をせず、人権を尊重し、公平な職場の維持に努めます。

会社情報の適切な管理

当社は、文書と情報管理の重要性を認識し、「情報管理規則」「文書

規程」「情報システム管理規程」等に基づき、適切な管理に努めます。

その他

①ルールに則った意思決定

②セクシュアルハラスメント、パワーハラスメントの禁止

③公私の区別

企業と従業員の関わり方

当社グループは、「三井不動産グループコンプライアンス方針」

に基づき、コンプライアンスの実践をグループ経営の最重要課題

の一つとして位置付け、法令·社会規範の遵守はもとより、企業倫

理に従った公正で透明性の高い企業活動を遂行します。

基本方針

不公正な行動の防止

当社は、当社業務に従事する者に対し、相談窓口として当社内

および社外の法律事務所の2つを設置しています。当該窓口は、

法令遵守に関する問題はもとより、職務環境における相談なども

受け付けています。

内部相談窓口

当社では、新入社員や新任グループ長、役員などさまざまな役

職員を対象に、コンプライアンス意識の向上を目的とした、コンプラ

イアンス研修を実施しています。また、全役職者を対象としたeラー

ニング研修を実施しています。

コンプライアンス研修

コンプライアンス体制

当社は、コンプライアンスを総括する責任者を総務担当役員とし

ています。責任者は、コンプライアンス管理部門などから報告を受

け、とくに重要なものは取締役会·経営会議で審議または報告しま

す。また、毎年、社則の制定·改廃、法令·社則などに関する研修の

実施、法令·社則などの遵守状況に関する調査·報告など、コンプ

ライアンスに関する当該年度の活動計画を策定し、これに基づき

コンプライアンス活動を実践しています。グループ会社においても

コンプライアンス推進計画の策定実施を義務付けるとともに、年

度終了時に当社に対して報告、承認を行っています。
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